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◆ 生徒のニーズに応じた多種多様な体験

◆ 学校等の垣根を越えた仲間とのつながりの創出

◆ 地域クラブの指導者による一貫的な指導 など

発展性や新たな価値をイメージできること

１ 現状

２ 成果と課題 （一部抜粋）

北海道部活動の地域展開に関する推進計画 （案） たたき台 の概要

⚫ 急激な少子化により、中学生世代の人口が更に減少し、部活動の運営がますます困難
⚫ 国の方針や市町村の状況を踏まえ、現行の推進計画を名称変更の上、改定
⚫ 道内の全ての市町村が地域展開に取り組んでいくことができるよう、本計画を推進

はじめに

項目 成果 課題

運 営 団 体 ・
実 施 主 体 の 整 備

・ 市町村の約３割が運営団体等を決定、約６割が協議会等
で検討

・ 受け皿団体が地域にない
・ 小規模市町村単独では整備が困難

指 導 者 の 確 保
・ 市町村の約５割が指導者確保（一部の種目等を含む）、

約３割が独自の人材バンクを整備
・ 人口減少や高齢化により、指導者の確保が困難

大 会 ・ コ ン ク ー ル
等 の 見 直 し

・ 参加資格を学校単位限定とする大会等の主催者に対し、
地域クラブの参加承認を要請

・ 一部の大会等で部活動の有無や部員数により参加
が認められず、地域クラブ活動の参加に支障

費 用 負 担 の 軽 減
・ 財源の確保等について、市町村に助言
・ 民間企業等から寄附等を受けられる体制構築

・ 新たな財源の有効活用
・ 経済的に困窮する世帯への支援

• 部活動は、教育的意義がある一方、中学生世代の人口が更に減少し、維持は一層困難

• 教員の働き方改革や専門性の観点からも、生徒のニーズに応じた活動の保障が困難

第１章 道内の現状及び成果と課題

第２章 計画の改定について

１ 国の動向
• R6.8～R7.5
• R7.12

３ 改定の趣旨・計画の位置付け
○ 国のガイドラインの部活動改革の理念や基本的な考え方を踏まえ、令和8年度以降の部活動の地域展開を推進するための
方向性を示す。

４ 部活動改革の理念
○ 急激な少子化が進む中、将来にわたって子どもたちが継続的にスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保・充実
○ 学校単位で部活動として行われてきたスポーツ・文化芸術活動を地域全体で関係者が連携して支え、子どもたちの豊かで
幅広い活動機会を保障

○ 障がいのある子どもや運動・文化芸術活動が苦手な子どもを含め、全ての子どもたちがそれぞれの希望に応じて、等しく
多様な学びと体験に触れられ、心の居場所ともなる環境を整備することが何よりも重要

６ 目標
○ 上記の改革の理念の実現に向け、地域展開の着実な推進を目指す。

２ 「地域移行」から「地域展開」へ

変更のねらい

〔新たな価値の例〕

７ 計画期間
○ 令和8年度から令和10年度までの前期3年間及び令和11年度から令和13年度までの後期3年間の計6年間

８ 推進体制
○ サポートチームが市町村の取組状況や課題等を把握した上で、地域の実情に応じた提案や助言を行い、本計画に基づく

施策を推進するとともに、本計画の進捗状況は、「部活動・地域クラブ活動関係者会議」に報告の上、計画を効果的に推進
○ 前期における取組等の中間評価を行い、課題への対応策の検証等を行った上で、後期において平日の部活動改革を含む

取組を検討

有 識 者 会 議
ガイドライン策定

• 原則、計画期間内（R8～ R13年度）に休日の全ての部活動において地域展開
• 現時点で休日の地域展開等が進んでいない場合は、前期３年間（R8～R10年度）の間に着手

最終とりまとめ（R7.5）を公表
前期３年間（R8～R10年度）・後期3年間（R11～R13年度）を 「改革実行期間」と設定

○ 部活動をより広く地域に開き、地域全体で支える

ことにより、新たな価値を創出し、より豊かで幅広い

活動に転換していくという考え方をより的確に表す。

５ 地域クラブ活動の在り方及び認定制度
(1)  地域クラブ活動の在り方

○ 部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させつつ、地域全体で支えることによる新たな価値の創出が重要
○ 部活動改革の理念等を踏まえて、地域の実情等に応じた適切な形態等による実施が重要

(2)  地域クラブ活動に関する認定制度

○ 国が示した認定要件等に基づき、地域クラブ活動の質の担保のため市町村が認定を行う制度
○ 質を担保するため、適切な指導や運営体制の確保、学校等との適切な連携などが認定要件
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第３章 道教委の取組

項目 □ 施策の方向性 ■主な取組 （一部抜粋）

１ 地 域 ク ラ ブ 活 動 を
担 う 運 営 団 体 等 の
体 制 整 備 等

□ 本道の特性を踏まえ、地域の実情に応じた提案や助言を行い、積極的に伴走支援

■ 国の支援策の積極的な活用を促すとともに、国に必要な財政措置を要望

■ サポートチームによる提案・助言や複数の市町村の調整の場を主体的に設置

■ 賠償制度・保険の取扱い等に係る国の資料を周知し、活用を促進

■ 寄附等の活用など、多様な財源の確保について提案・助言

２ 指 導 者 等 の

質の保障 ・量の確保

□ 研修等による指導の質の保障

□ サポーターバンクの一層の充実や教職員の兼職兼業の適切な実施

□ 本道の特性を踏まえ、ＩＣＴの効果的活用を促進

■ 指導者や活動をサポートする人材等を対象とした研修会の開催

■ 地域クラブ活動における適切な指導の参考となる手引き等の作成

■ 各種団体や大学等と連携して人材を募集し、サポーターバンクに登録して市町村等に

紹介するとともに民間企業等の従業員等を指導者として確保

3 活 動 場 所 の 確 保 □ 学校施設の優先活用が極めて重要

□ 多様な活動の広がりに対応するため、施設の利活用を促進

■ 地域クラブの優先利用等の事例やＩＣＴ活用による管理運営の効率化等の事例を周知

■ スポーツ・文化施設等の利活用の呼びかけや道立施設の活用促進

４ 大会等の運営の在り方 □ 主催者に対し、地域クラブの参加や大会等の在り方の見直しについて要請

■ 中体連の大会見直しに伴い代替大会を開催する競技団体に対し、地域クラブの参加を

認めるよう要請

■ スポーツ・文化芸術団体や中体連等の関係団体による協議の場を設置

■ 競技性にとらわれない大会など、大会等の在り方の見直しについて要請

5 生 徒 ・ 保 護 者 等 の
関 係 者 の 理 解 促 進

□ 部活動改革の理念等を丁寧に周知し、地域や社会全体の機運を醸成

■ 生徒・保護者、地域住民等の理解促進のため、ホームページやSNSにより広報

■ 説明会やシンポジウム等の開催

６ 生 徒 の 安 全 確 保 の
た め の 体 制 整 備

□ 事故やいじめの防止等を徹底し、生徒が安全・安心に活動できる環境を構築

□ 事故等が発生した場合の責任の所在の明確化

■ 事故等やいじめ防止等のための指導者向けの研修を実施

■ 地域クラブ活動における適切な指導の参考となる手引き等を作成

■ 運営団体等や個人の賠償責任保険の加入を促進

7 市町村の規模や進度を
踏まえた取組の推進

□ 小規模な市町村では指導人材や財源の確保が特に深刻な課題であり、一方、都市部の地域

等では、部活動改革の必要性等の認識が低く、地域展開が進んでいない場合もあり

□ 規模に応じた各地域の実情や地域展開の進度を把握の上、必要な支援を実施

■ 「管内地域展開推進協議会」を開催し各市町村の課題等を個別に把握の上、提案・助言

■ サポートチームが調整の場を主体的に設置し小規模な市町村を支援するほか、地域連

携を実施している都市部の地域に対し、地域展開を進めるため、その効果等について

普及・啓発

■ 大学等と連携し、サポーターバンクへの登録者の増加に向けた取組を推進

８ 障がいのある生徒の
活 動 機 会 の 確 保

□ 障がいのある生徒の参加を想定して、１～７の取組を進めることが大切

□ 障がいのある生徒が安心して活動に参加できる安全で多様な活動の展開が大切

■ 障がいの特性に応じた配慮や工夫を行い、新たな活動機会の提供に向けた取組

■ 障がいのある人への指導のツール等を活用し、指導者の資質・能力を向上
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第４章 市町村の取組

項目 □ 施策の方向性 ■ 主な取組 （一部抜粋）

１ 地 域 ク ラ ブ 活 動 を
担 う 運 営 団 体 等 の
体 制 整 備 等

□ 関係団体等と適切に役割分担し、運営団体等の構築が重要

□ 今後は、協議会等を形骸化せず、実質的な協議を行う場として運営するとともに、ロード

マップを作成し、地域との合意形成を図った上での取組が重要

□ 運営団体等は、地域全体で生徒の望ましい成長を保障していくため、学校との連携が重要

■ 生徒のニーズを把握し、地域展開する活動内容等を検討

■ 単独では地域全体の運営が困難な場合は、複数の運営団体等が連携も有効

■ 国が示した要件に基づき、「認定地域クラブ活動」の認定制度の整備

２ 指 導 者 等 の

質の保障 ・量の確保

□ 地域の多様な人材の発掘、活用が重要であり、専門的な人材だけでなく、サポート人材を

募集し、地域全体での活動の支援が重要

□ 教職員を活用する場合は、兼職兼業が強制にならないよう適切な実施が必要

□ 地理的要因や指導者不足といった地域事情への対応として、ＩＣＴの効果的活用が有効

■ サポート人材等の幅広い人材から協力を得るとともに、多様な人材の資質・能力の向上

を図るため、研修を実施

■ 道教委のサポーターバンクや日本スポーツ協会のマッチングサイトの活用

■ 指導者任用の際には、生徒を性犯罪から守る措置等の実施

3 活 動 場 所 の 確 保 □ 学校施設の優先活用が極めて重要、効率的な管理運営が大切

■ 地域クラブの優先利用や使用料の減免等に関する規程を整備

■ ＩＣＴの活用による管理運営の効率化

４ 活 動 場 所 へ の
移 動 手 段 の 確 保

□ 複数の地域が一体となって実施する場合等には、生徒の移動手段の確保が必要

□ 多くの生徒が集まりやすい活動場所の確保と一体的に検討が必要

■ マイクロバスなど既存の送迎車両の有効活用

■ 関係部局、公共交通事業者、民間企業等が連携・協働し、多角的な検討

5 大会等の運営の在り方 □ 主催者に対し、地域クラブの参加や大会等の在り方の見直しについて要請が重要

■ 地域クラブの参加に支障が生じている場合は、参加できるよう要請

■ 競技性にとらわれない大会など、大会等の在り方の見直しについて要請

６ 生 徒 ・ 保 護 者 等 の
関 係 者 の 理 解 促 進

□ 部活動を取り巻く現状・課題等について理解を得ることが重要

□ 地域クラブ活動の実施状況等のきめ細やかな情報提供が重要

■ 生徒・保護者、地域住民等の理解促進のため、ホームページやSNSによる周知

■ 通信アプリ等による情報発信など学校と連携した情報提供

７ 生 徒 の 安 全 確 保 の
た め の 体 制 整 備

□ 事故やいじめの防止等を徹底し、生徒が安全・安心に活動できる環境を構築

□ 事故等が発生した場合の責任の所在の明確化が重要

■ 地域クラブ活動に関する認定制度等の適切な運用

■ 事故やいじめ防止等のための指導者向けの研修の実施

■ 運営団体等や個人の賠償責任保険等の加入を促進

８ 障がいのある生徒の
活 動 機 会 の 確 保

□ 障がいのある生徒の活動の参加を想定して、１～７の取組を進めることが大切

□ 障がいのある生徒が安心して活動に参加できる安全で多様な活動の展開が大切

■ 指導者の育成や生徒のニーズに合わせた活動機会の提供など、環境の整備

■ 障がいのある人への指導のツール等を活用した研修を実施し、資質・能力を向上

９ 費 用 負 担 の 軽 減 □ 受益者負担と公的負担のバランスなど費用負担の在り方を検討するとともに、新たな財源

の確保等が重要

□ 国の水準に基づき、経済的に困窮する世帯への支援措置の検討が必要

■ 使用料減免等の規程の整備や生徒の移動手段の確保など支援

■ 会費による費用分担の意識醸成が必要である一方、困窮世帯への支援の検討

■ 民間企業等との連携による支援体制の整備や企業版ふるさと納税など寄附の活用に

よる新たな財源の確保

◇ 中山間地域や離島が多く、広域分散型の道内においては、特殊な事情により困難な場合も想定され、国・道のきめ細やかなサポート
でもなお困難な場合は、将来的な方向性や計画等の検討を進めながら、合同部活動等の地域連携により、生徒の活動環境の確保も
考えうる。
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資料 2-2

No.
素案
頁数

案
頁数

加除・修正の内容 修正前 修正後 考え方

1 目次 目次
本文の加除・修正に合わ
せ、頁数を修正

2 1 1
国のガイドラインの策定
時期及び正式名称を加
筆し、文言整理

国は、部活動改革を更に加速させていくた
め、令和○年（202○年）○月、「○○○○○
ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）
を改訂しました。

国は、部活動改革を更に加速させていくた
め、令和７年（2025年）12月、「部活動改革
及び地域クラブ活動の推進等に関する総合
的なガイドライン」（以下「ガイドライン」とい
う。）を策定しました。

国のガイドライン（表紙）に
基づき、策定時期及び正式
名称を加筆し、国からの通
知の文言に合わせ「改訂」
を「策定」に修正

3 4 4
図⑥のグラフの横軸に
係る直近時点及び縦軸
の人数を修正

サポーターバンクの登録者数推移（実人数）

R7.7　　498人

サポーターバンクの登録者数推移（実人数）

R7.10　　530人

サポーターバンクの登録者
数推移（実人数）につい
て、直近時点を「R7.7」か
ら「R7.10」に修正し、
R7.10時点の実人数に修
正

4 5 5
「(4) 大会・コンクール
等の見直し」の記載につ
いて、文言を加筆・修正

　現在、北海道中学校体育連盟や北海道吹
奏楽連盟が主催する大会など、一部の大会
等については、地域クラブ活動の参加が認
められていますが、一部の競技において、部
活動の有無や部員の人数により参加が認め
られない規定もあり、地域クラブ活動の参
加に支障が生じています。

　現在、北海道中学校体育連盟や北海道吹
奏楽連盟が主催する大会など、一部の大会
等については、地域クラブ活動の参加が認
められていますが、一部の大会等において、
部活動の有無や部員の人数等により参加が
認められない規定もあり、地域クラブ活動
の参加に支障が生じています。

パブリックコメントの意見
を採用し、道中体連の各主
催団体が地域クラブの大
会等への出場を一方的か
つ限定的に認めていない
という印象を与えないよ
う、「一部の競技において」
という文言を「一部の大会
等において」に修正し、「部
員の人数」という文言の後
に「等」を加筆

5 5 5

【※　部活動の地域移行
に関するアンケート調査
の結果を踏まえ、記載】
としていた箇所につい
て、文言を加筆

○○○○○○○○【※ 部活動の地域移行に
関するアンケート調査の結果を踏まえ、記
載】

生徒や保護者等に対し、丁寧に周知を行い、
理解を促進していく必要があります。

道教委で実施した「部活動
の地域移行に関するアン
ケート調査」の結果を踏ま
え、加筆

6 5 5

【※　部活動の地域移行
に関するアンケート調査
の結果を踏まえ、記載】
としていた箇所につい
て、文言を加筆・修正

　今後も、国が示す公費負担と受益者負担の
バランスを考慮した費用負担の在り方を周
知するとともに、○○○○○○○○【※ 部
活動の地域移行に関するアンケート調査の
結果を踏まえ、記載】

　今後も、国が示す公費負担と受益者負担の
バランスを考慮した費用負担の在り方や経
済的に困窮する世帯の生徒への支援の必要
性のほか、新たな財源の有効活用について
周知する必要があります。

道教委で実施した「部活動
の地域移行に関するアン
ケート調査」の結果を踏ま
え、加筆

7 6 6

図⑧及び図⑨に部活動
の地域移行に関するア
ンケート調査の結果を掲
載

ー
図⑧に「部活動の地域展開に関する認識」、
図⑨に「休日の地域クラブ活動参加費等の
許容額（月額）」のアンケート結果を掲載

道教委で実施した「部活動
の地域移行に関するアン
ケート調査」の結果を図⑧
及び図⑨に掲載

8 7 7

令和４年（2022年）12
月に策定された国のガ
イドラインの正式名称を
加筆

部活動の地域移行について、令和４年
（2022年）12月に、国ではガイドラインを
策定し、　（略）

部活動の地域移行について、令和４年
（2022年）12月に、国では「学校部活動及
び新たな地域クラブ活動の在り方等に関す
る総合的なガイドライン」を策定し、　（略）

令和７年（2025年）12月
に国が策定したガイドライ
ンと区別するため、令和４
年（2022年）12月に国が
策定した国のガイドライン
は、略称とせず、正式名称
を加筆

9 7 7
国のガイドラインの策定
時期を加筆し、文言整理

国はこの最終とりまとめを踏まえ、令和７年
（2025年）○月にガイドラインを改訂し、
（略）

国はこの最終とりまとめを踏まえ、令和７年
（2025年）12月にガイドラインを策定し、
（略）

国のガイドライン（表紙）に
基づき、策定時期を加筆
し、国からの通知の文言に
合わせ「改訂」を「策定」に
修正

10 7 8
項目名「２　名称変更」を
修正

２　名称変更 ２　「地域移行」から「地域展開」へ
計画の名称変更について、
よりわかりやすくイメージ
できるよう、項目名を修正

11 8 8
〔新たな価値の例〕の６
つ目に括弧書きを加筆

○　学校段階にとらわれない継続的な活動
及び地域クラブ活動の指導者による一貫的
な指導　など

○　学校段階にとらわれない継続的な活動
（引退のない継続的な活動）及び地域クラブ
活動の指導者による一貫的な指導　など

国のガイドライン（P.7）に
基づき、文言を加筆

12 9 9
「４　部活動改革の理念」
の３つめに文言を加筆

○　子どもたちが等しく多様な学びと体験
に触れられ、心の居場所ともなる環境を整
備することが何よりも重要であること。

○　障がいのある子どもや運動・文化芸術活
動が苦手な子どもを含め、全ての子どもた
ちがそれぞれの希望に応じて、等しく多様
な学びと体験に触れられ、心の居場所とも
なる環境を整備することが何よりも重要で
あること。

国のガイドライン（P.4）に
基づき、文言を加筆

13 9
9～
 　11

「５　地域クラブ活動の
在り方及び認定制度」の
項目を新たに追加し、
「(1) 地域クラブ活動の
在り方」及び「(2) 地域
クラブ活動に関する認
定制度」に係る内容を加
筆

ー

５　地域クラブ活動の在り方及び認定制度
　　地域展開においては、　（略）

　(1)　地域クラブ活動の在り方
　　○　地域クラブ活動においては、　（略）
　　○　地域クラブ活動の具体的な　（略）

 〔部活動が担ってきた教育的意義の例〕
　○　スポーツ・文化芸術等の　（略）
　○　体力の向上や健康の増進、　（略）
　○　自主性、協調性、　（略）
　○　自己の力の確認、　（略）
　○　互いに競い、励まし、　（略）

　(2)　地域クラブ活動に関する認定制度
　　　　 地域クラブ活動について、　（略）

パブリックコメントの意見
を採用し、国のガイドライ
ン（P.7～9）に基づき、
「地域クラブ活動の在り方
及び認定制度」の項目を追
加の上、内容を加筆

北海道部活動の地域展開に関する推進計画　加除・修正箇所一覧【素案→案】
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資料 2-2

No.
素案
頁数

案
頁数

加除・修正の内容 修正前 修正後 考え方

14 9 11
「５　目標」の項目番号を
「６」に修正

５　目標 ６　目標
No.13を加筆したことに
伴い、項目番号を修正

15 9 11
「６　計画期間」の項目番
号を「７」に修正

６　計画期間 ７　計画期間
No.14を修正したことに
伴い、項目番号を修正

16 9 12
「７　推進体制」の項目番
号を「８」に修正

７　推進体制 ８　推進体制
No.15を修正したことに
伴い、項目番号を修正

17 16 19
施策の方向性の１つめ
の記載について文言を
加筆

□　地域クラブ活動においては、部活動と同
様に、事故や暴力等の不適切行為やいじめ
の防止等を徹底し、生徒が安全・安心に活動
に取り組める環境を構築することが不可欠
です。

□　地域クラブ活動においては、部活動と同
様に、事故や暴力等の不適切行為やいじめ
の防止等を徹底し、スポーツ基本法の暴力
等の防止に関する規定（別添資料２【関係法規

等】）やガイドラインで示された特に留意すべ
き事項（別添資料３【生徒の安全・安心の確保】）も踏
まえながら、生徒が安全・安心に活動に取り
組める環境を構築することが不可欠です。

国のガイドライン（P.19～
21）に基づき、文言を加筆
するとともに、計画本文に
添付する資料として「別添
資料２【関係法規等】」及び
「別添資料３【生徒の安全・
安心の確保】」を追加

18 16 19
「○　事故や暴力等の不
適切行為の防止」の１つ
めに記載を追加

ー

➢	国が示す資料に基づく地域クラブ活動に

関する認定制度及び指導者の登録制度を適
切に運用するよう、市町村及び運営団体等
に対して促すことにより、生徒の安全・安心
の確保に向けて取り組みます（別添資料１【地域

クラブ活動に関する認定制度】）。

国のガイドライン（P.19）
に基づき、記載を追加

19 20 23
施策の方向性の４つめ
の記載について文言を
加筆

□　運営団体等は、当事者である生徒等の
意見や希望に添った活動の機会を提供する
とともに、学校を含めた地域全体で生徒の
望ましい成長を保障していくため、学校との
連携が重要です。

□　運営団体等は、当事者である生徒等の
意見や希望に添った活動の機会を提供する
とともに、学校を含めた地域全体で生徒の
望ましい成長を保障していくため、学校との
連携が重要であり、学習指導要領解説の連
携等に関する記載を踏まえる必要がありま
す（別添資料２【関係法規等】）。

国のガイドライン（P.11）
に基づき、文言を加筆する
とともに、計画本文に添付
する資料として「別添資料
２【関係法規】」を追加

20 21 24

「○　協議会等の設置等
による合意形成」の２つ
めの記載について文言
を加筆・修正

（資料１－①【部活動の地域展開のフロー図（例）】・資料

１－②【部活動の地域展開ロードマップ（例）】）

（別添資料４－①【部活動の地域展開のフロー図（例）】・

別添資料４－②【部活動の地域展開ロードマップ（例）】）

計画本文に添付する資料
を「別添資料」という表記
で統一するとともに、
No.17の資料の追加に伴
い、資料番号を修正

21 22 25

「○　運営団体等へのサ
ポート・学校との連携」
の１つめの記載につい
て文言を加筆・修正

（資料２【地域クラブ活動に関する認定制度】） （別添資料１【地域クラブ活動に関する認定制度】）

計画本文に添付する資料
を「別添資料」という表記
で統一するとともに、
No.13を加筆したことに
伴い、資料番号を修正

22 22 25

「○　運営団体等へのサ
ポート・学校との連携」
の２つめの記載につい
て文言を加筆

➢	学校と地域クラブが円滑に連携し活動で

きるよう、   （中略）    運営団体等に対し、
支援する必要があります。

➢	学校と地域クラブが円滑に連携し活動で

きるよう、   （中略）   運営団体等に対し、支
援する必要があります。また、生徒が地域ク
ラブ活動の運営等に参画することを通じ
て、生徒の自主性・主体性などを育むことも
重要であるため、生徒同士による活動目標・
活動計画、役割分担等の話合いや、生徒が
中学校卒業後も地域クラブ活動に参加する
などの取組が考えられます。

国のガイドライン（P.23～
P.24）に基づき、文言を
加筆

23 24 27
「○　人材登録制度等の
活用」の１つめの記載に
ついて文言を削除

➢	地域で人材発掘が困難な場合は、道教委

のサポーターバンクや公益財団法人日本ス
ポーツ協会（ＪＳＰＯ）の公認スポーツ指導者
等のマッチングサイトを活用することも考え
られます。

➢	地域で人材発掘が困難な場合は、道教委

のサポーターバンクや公益財団法人日本ス
ポーツ協会の公認スポーツ指導者等のマッ
チングサイトを活用することも考えられま
す。

本計画において「公益財団
法人日本スポーツ協会」と
いう表記で統一している
ため、略称の「（ＪＳＰＯ）」と
いう表記を削除し、文言整
理

24 24 27
「○　教職員の兼職兼
業」の１つめの記載につ
いて文言を加筆・修正

（資料３【公立学校の教職員が地域クラブ活動に従事す

る場合の兼職兼業概要】）

（別添資料５【教師等の兼職兼業の概要】・別添資料６

【公立学校の教職員が地域クラブ活動に従事する場合

の兼職兼業に関する取扱いについて】）

計画本文に添付する資料
を「別添資料」という表記
で統一するとともに、国の
ガイドライン（P.32）に基
づき、計画本文に添付する
資料として「別添資料５【教
師等の兼職兼業の概要】」
を追加したほか、No.17の
資料の追加に伴い、資料番
号及び資料の名称を修正

25 27 30

「○　生徒の参加機会の
確保」の１つめの記載に
ついて文言に注釈を加
筆

➢	市町村規模の大会等については、

　　（略）

➢	市町村規模の大会等　については、

　　（略）
教育委員からの意見を踏
まえ、「市町村規模の大会
等」の文言を補足するた
め、注釈として具体例を加
筆

北海道部活動の地域展開に関する推進計画　加除・修正箇所一覧【素案→案】

※

※ 市町村規模の大会等の例：市町村や地域の団

体が主催する地域

を限定した各種競

技の大会 など



6

資料 2-2

No.
素案
頁数

案
頁数

加除・修正の内容 修正前 修正後 考え方

26 29 32
施策の方向性の１つめ
の記載について文言を
加筆・修正

□　地域クラブ活動においては、学校部活動
と同様に、事故や暴力等の不適切行為やい
じめの防止等を徹底し、生徒が安全・安心に
活動に取り組める環境を構築することが不
可欠です。

□　地域クラブ活動においては、部活動と同
様に、事故や暴力等の不適切行為やいじめ
の防止等を徹底し、スポーツ基本法の暴力
等の防止に関する規定（別添資料２【関係法規

等】）やガイドラインで示された特に留意すべ
き事項（別添資料３【生徒の安全・安心の確保】）も踏
まえながら、生徒が安全・安心に活動に取り
組める環境を構築することが不可欠です。

本計画において「学校部活
動」という表記は使用せ
ず、「部活動」という表記で
統一していることから、
「学校」という文言を削除
したほか、国のガイドライ
ン（P.19～21）に基づき、
文言を加筆、加えて計画本
文に添付する資料として
「別添資料２【関係法規
等】」及び「別添資料３【生
徒の安全・安心の確保】」を
追加

27 29
32～
 　33

「○　事故や暴力等の不
適切行為の防止」の１つ
めに記載を追加

ー

➢	国が示す資料に基づく地域クラブ活動に

関する認定制度及び指導者の登録制度を適
切に運用することを通じて、生徒の安全・安
心を確保する必要があります（別添資料１【地域

クラブ活動に関する認定制度】）。

国のガイドライン（P.19）
に基づき、記載を追加

28 30 33

「○　事故や暴力等の不
適切行為が発生した場
合の責任の所在の明確
化」の１つめの記載につ
いて文言を加筆

➢	国が整理した、地域クラブ活動の運営団

体等や事故等の場面に応じた法的な責任主
体及び賠償制度・保険の取扱いを活用し、市
町村、運営団体等、活動場所の管理主体等
との間で、あらかじめ、事故等が発生した場
合の対応や責任関係等を明確化する必要が
あります。

➢	国が整理した、地域クラブ活動の運営団

体等や事故等の場面に応じた法的な責任主
体及び賠償制度・保険の取扱いを活用し、市
町村、運営団体等、活動場所の管理主体等
との間で、あらかじめ、事故等が発生した場
合の対応や責任関係等を明確化する必要が
あります。（別添資料３【生徒の安全・安心の確保】）。

No.17及びNo.26の資料
の追加に伴い、参考資料と
して「別添資料３【生徒の
安全・安心の確保】」を加筆

29 32 35
「○　受益者負担の在り
方」の１つめの記載につ
いて加筆・修正

（資料４【受益者負担の目安】） （別添資料７【参加費のイメージ】）

計画本文に添付する資料
を「別添資料」という表記
で統一するとともに、
No.17及びNo.26の資料
の追加に伴い、資料番号及
び資料の名称を修正

30 ー 37
「参考（関連リンク）」の
記載を追加

ー
○　北海道教育委員会ホームページ
　　（略）

国のガイドライン（P.34）
を参考として、関連リンク
の記載を追加

31
22～
 　32

25～
 　36

【参考事例】について、
取組事例集の頁数並び
に市町村名及び事例の
名称に係る記載を追加

ー

（【参考事例】　別添資料７「部活動の地域展
開
　に係る取組事例集」　に掲載する事例
　（Case１～20）を記載）

掲載予定としていた【参考
事例】について、別添資料
の「部活動の地域展開に係
る取組事例集」から市町村
名及び事例の名称に係る
記載を追加

北海道部活動の地域展開に関する推進計画　加除・修正箇所一覧【素案→案】


